
決算プレゼンテーション資料

2023年3⽉期 第1四半期

2022年7⽉28⽇

広報・ＩＲ室の岡本でございます。本日は、よろしくお願いいたします。
はじめに、経営環境について、説明いたしますので、プレゼンテーション資料の3ページをお
願いします。
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∎ 本資料における表記
L・C事業 ローン・クレジットカード事業
MUCG エム・ユー信⽤保証
yoy 前年同期⽐または前期⽐
ytd 前期末⽐
EB、EASY BUY EASY BUY Public Company Limited
ACF ACOM CONSUMER FINANCE CORPORATION

∎ 免責事項

本資料の数値のうち、過去の事実以外の当社グループの計画、⽅針
その他の記載にかかわるものは、本資料の発表⽇現在において⼊⼿可
能な情報等に基づいて作成したものです。しかしながら、当社グループの
事業展開上リスクとなる可能性がある要素が複数存在しております。特
に新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響により停滞している経済活動が、
徐々に回復していくことを前提に計画を策定していることから、新型コロナ
ウイルス感染症の収束状況によって、実際の業績等は⼤きく異なる可能
性があります。
また、利息返還請求の動向は、外部環境の変化等に影響を受けやす

いことから特に不確実性が⾼く、その影響として利息返還損失引当⾦
繰⼊額を計上する場合があります。
最終の業績はこれらのリスクを含むさまざまな要因によって予想数値と

異なる可能性があります。

∎ 本資料に関するお問い合わせ

アコム株式会社 広報・IR室
(03)5533-0861
ir@acom.co.jp
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経営環境

3

国内

タイ王国

フィリピン共和国

個⼈消費は持ち直しの動きが⾒られるものの、エネルギー価格の⾼騰など、景気動向は
依然として厳しい状況

新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響により個⼈消費の低迷が続いたことから個⼈向けカー
ドローン市場の規模は縮⼩していたものの、⾜元では持ち直しの動き

 2021年7〜8⽉に新型コロナウイルスの感染者数が急増。その後、感染者数は減少し、12
⽉に夜間外出禁⽌令が全⾯解除され⾏動制限が⼤幅に緩和

 オミクロン株の流⾏により、2022年1⽉に感染者数が急増し、3⽉に再びピーク
 4⽉以降の感染者数は減少傾向が継続。観光客の受⼊れを再開

 2021年9⽉にピークアウトした新型コロナウイルスの感染者数は、オミクロン株の出現により
2022年1⽉に再度急増

 2⽉以降の感染者数は低位で推移

当第1四半期累計期間におけるわが国経済は、引き続き新型コロナウイルス感染症に対す
る防疫措置をとりながらの社会・経済活動が続いており、個人消費は持ち直しの動きが見
られるものの、エネルギー価格の高騰など、依然として厳しい状況にあります。
ノンバンク業界においては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により個人消費の低迷
が続いたことから市場規模は縮小していたものの、足元では持ち直しの動きが見られます。
しかしながら、新型コロナウイルス感染症は「第7波」に突入するなど、状況は刻一刻と変化
しておりますので、引き続き、その影響を注視してまいります。

当社が事業進出しておりますタイ王国、フィリピン共和国においては、国ごとに状況は異な
るものの、観光客の受け入れを再開するなど、新型コロナウイルス感染症の鎮静化を背景
に、個人消費の拡大による景気動向の持ち直しの動きが見られました。４月以降も新型コロ
ナウイルスの感染者数は低位で推移しているものの、引き続き影響を注視する必要があり
ます。

国内・海外において厳しい経営環境が続く中、当社グループは、新型コロナウイルス感染症
に対する防疫措置をとりながら、お客さまや従業員の安全に配慮しつつ、お客さまのご返済
やお借入の相談に対して、柔軟かつ丁寧に対応してまいります。
次に、決算概要について説明いたしますので、４ページをご覧ください。
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8,628 8,711 9,085

11,700 11,730 11,979

1,937 1,927 1,971
22,351 22,449 23,106

▲5.3%
0.4% 2.9%

21/3 22/3 23/3(E)

連結決算概要(業容)
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国内の個⼈消費に持ち直しの動きが⾒られることや円安バーツ⾼の為替影響から、連結営業債権残⾼は前年同期⽐
＋1.8%の2兆2,766億円

連結
営業債権残⾼ 2兆2,766億円

(yoy＋1.8%)

ローン・クレジット
カード事業 8,799億円

(yoy＋1.8%)

信⽤保証事業 1兆1,814億円
(yoy＋1.3%)

海外⾦融事業 2,073億円
(yoy+4.4%)

(億円)L・C事業 信⽤保証事業 海外⾦融事業 yoyその他

8,640 8,799

11,666 11,814

1,985 2,073
22,372 22,766

▲1.9%
1.8%

21/6 22/6

まず、営業債権残高ですが、連結全体では、前年同期比1.8％増加の2兆2,766億円とな
りました。この要因は2つあります。１つ目は国内の個人消費に持ち直しの動きが見られたこ
と、２つ目は円安バーツ高の為替影響を受け、残高が押し上げられたことです。
営業債権残高を事業別に見ますと、ローン・クレジットカード事業は前年同期比1.8%増加
の8,799億円、信用保証事業は1.3%増加の1兆1,814億円、海外金融事業は4.4%増加
の2,073億円となりました。
5ページをお願いします。
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連結決算概要(業績)
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2021/6 2022/6 2023/3 進捗率実績 実績 yoy 計画 yoy
1 営業収益 65,467 66,514 1.6 268,300 2.3 24.8
2 ローン・クレジットカード事業 35,735 36,035 0.8 145,600 2.3 24.7
3 信⽤保証事業 15,241 15,956 4.7 66,400 5.6 24.0
4 海外⾦融事業 12,952 13,006 0.4 50,900 -0.7 25.6
5 営業費⽤ 40,411 41,120 1.8 180,400 -20.7 22.8
6 ⾦融費⽤ 1,567 1,025 -34.6 4,300 -16.7 23.8
7 貸倒関連費⽤ 16,216 16,655 2.7 76,300 11.5 21.8
8 利息返還費⽤ - - - - - -
9 その他の営業費⽤ 22,628 23,439 3.6 99,800 5.2 23.5

10 営業利益 25,055 25,394 1.4 87,900 152.7 28.9
11 経常利益 25,145 25,387 1.0 88,200 148.9 28.8
12 税⾦等調整前当期純利益 25,112 25,340 0.9 89,000 163.9 28.5
13 当期純利益 21,213 18,042 -14.9 66,500 11.2 27.1
14 親会社株主に帰属する当期純利益 19,921 16,594 -16.7 62,400 12.1 26.6

(百万円、%)

続きまして、決算概要について、説明いたします。
はじめに、連結営業収益は前年同期比1.6％増収の665億円となりました。
事業別に見ますと、ローン・クレジットカード事業は、業容拡大を主因に、前年同期比0.8％
増収の360億円、信用保証事業は、業容拡大に加え、定期的な保証料率の見直しにより、
4.7％増収の159億円、海外金融事業は0.4％増収の130億円となりました。
続きまして、連結営業費用は前年同期比1.8％増加の411億円となりました。
費用別に見ますと、金融費用が前年同期比34.6％減少の10億円、貸倒関連費用が
2.7%増加の166億円、その他の営業費用がアコム単体の広告宣伝費の増加を主因に
3.6％増加の234億円となりました。
以上の結果、営業利益は前年同期比1.4%増益の2５３億円、経常利益は1.0%増益の
253億円となりましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益は、法人税等調整額の増
加を主因に、16.7%減益の165億円となりました。
続きまして、ローン・クレジットカード事業の概況について、説明いたしますので、6ページを
お願いします。
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ローン・クレジットカード事業｜業容
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 レジャー、旅⾏、外⾷などの資⾦需要が回復基調となり、営業債権残⾼は前年同期⽐＋1.8%の8,799億円
利⽤者数は同＋1.6%の1,528千件

* クレジットカード事業の利⽤者数は、有効会員数

∎ 営業債権残⾼ ∎ 利⽤者数*

7,840 7,831 8,028

787 879 1,052
8,628 8,711 9,085

▲5.8%
(▲6.8%)

1.0%
(▲0.1%)

4.3%
(2.5%)

21/3 22/3 23/3(E)

1,502 1,516 1,556

456 500 603

▲5.4%
0.9% 2.7%

21/3 22/3 23/3(E)

ローン クレジットカード yoy(億円、()内はローン) (千件、()内は貸付単価(千円))

7,834 7,889

806 910
8,640 8,799

▲2.8%
(▲3.7%)

1.8%
(0.7%)

21/6 22/6

ローン クレジットカード その他 yoy

1,504 1,528

459 523

▲2.6% 1.6%

21/6 22/6

(519) (514)(514) (514) (518)

左側の営業債権残高は、3月にまん延防止等重点措置が解除され、レジャー、旅行、外食な
どの資金需要が回復基調となったことから、ローン残高7,889億円、クレジットカード残高
910億円、合計で前年同期比1.8%増加の8,799億円となりました。
７ページをお願いします。
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527

▲88

87.9%

21/3 22/3

営業利益 yoy

1,338 1,306 1,322

105 116 134
1,444 1,423 1,456

▲3.2% ▲1.5% 2.3%

21/3 22/3 23/3(E)

ローン クレジットカード yoy

ローン・クレジットカード事業｜業績

7

営業収益は、前年同期⽐＋0.8%の360億円
貸倒関連費⽤および広告宣伝費の増加により、営業利益は同▲11.4%の120億円

∎ 営業収益 ∎ 営業利益
(億円)

136 120

▲6.3% ▲11.4%

21/6 22/6

(億円)

329 328

27 31
357 360

▲2.5% 0.8%

21/6 22/6

左側の営業収益は、業容拡大を主因に、前年同期比0.8％増収の360億円となりました。
その右側の営業利益は、貸倒関連費用および広告宣伝費の増加により11.4％減益の120
億円となりました。
８ページをお願いします。
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110

151 160

▲12.1%
36.6%

5.6%

21/3 22/3 23/3(E)

広告宣伝費 yoy

179,904

233,458
260,000

▲31.3%

29.8%
11.4%

21/3 22/3 23/3(E)

新客数 yoy

ローン・クレジットカード事業｜新客数

8

前年同期⽐＋14.9%の65,607件
 2023年3⽉期計画26万件に向けて順調に進捗

∎ 新客数(無担保) ∎ 広告宣伝費(アコム)
(件) (億円)

57,095 65,607

59.7%

14.9%

21/6 22/6

36 41

86.8%

14.2%

21/6 22/6

左側の新客数は、前年同期比14.9%増加の65,607件となりました。年間計画の26万件
に向けて順調に進捗しております。
右側の広告宣伝費は、前年同期比14.2%増加の41億円となりました。この要因は、イン
ターネット経由でお申し込みされた新客数の増加であります。今後は、資金需要の回復とと
もに、新規のお客さま1件あたりの獲得単価は徐々に低下していくと想定しております。引
き続き、獲得単価の抑制に努めてまいります。
９ページをお願いします。
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254 227

37
36

292
264

3.39%
3.04%

21/3 22/3

15.01% 14.96%

13.10% 13.10%

14.85% 14.80%

21/3 22/3

ローン・クレジットカード事業｜利回り・貸倒損失

9

 ローン・クレジットカード事業の期中平均利回りは、前年同期⽐▲10bpsの14.75%
貸倒損失率は、業容拡⼤を主因に同＋14bpsの3.11%

*1 クレジットカードにおける利回りはリボルビング残⾼と⼿数料より算出 *2 貸倒損失額および損失率は利息返還請求に起因する債権放棄分を除く *3 貸倒損失率の21/6および22/6は年率換算

∎ 期中平均利回り*1 ∎ 貸倒損失額・損失率*2

(億円)ローン クレジットカード ローン・クレジットカード

15.02% 14.93%

13.12% 13.06%

14.85% 14.75%

21/6 22/6

ローン クレジットカード 貸倒損失率*3

54 58
9 9
64 68

2.97% 3.11%

21/6 22/6

左側の期中平均利回りは、ローン・クレジットカード事業全体では14.75%、うちローン事
業は14.93％となりました。
右側の貸倒損失率は前年同期比14ベーシスポイント上昇の3.11％、貸倒損失額は4億円
増加の68億円となりました。
10ページをお願いします。
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7.62%
8.17%

3.69% 3.32%

21/3 22/3

344 383

224
226

597 640

21/3 22/3

ローン事業｜不良債権

10

貸倒発⽣率が低い貸出条件緩和債権の増加を主因に不良債権は654億円

*1 貸倒損失率は、利息返還請求に起因する債権放棄分を含む *2 貸倒損失率の21/6および22/6は年率換算

∎ 不良債権 ∎ 不良債権⽐率・ローン貸倒損失率*1*2

(億円)破産更⽣債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
三⽉以上延滞債権
貸出条件緩和債権

不良債権⽐率 ローン貸倒損失率

7.89% 8.30%

3.20% 3.41%

21/6 22/6

352 390

231 228

618 654

21/6 22/6

こちらのページには、不良債権について記載しておりますが、左側の不良債権残高は前年
同期比36億円増加の654億円、右側の不良債権比率は41ベーシスポイント上昇の
8.30％となりました。不良債権残高が増加した要因は、弁護士仲介や長期に亘りご延滞さ
れているお客さまからの長期分割返済のご要望にお応えしたことで、３か月以上延滞債権
などから貸出条件緩和債権に移行し、貸出条件緩和債権が増加したことです。貸出条件緩
和債権は貸倒発生率が比較的低く、貸倒抑制に繋がると考えています。
続きまして、信用保証事業について説明しますので、11ページをお願いします。
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1,549 1,530 1,552

253 254 262
1,803 1,784 1,814

▲4.9% ▲1.0% 1.6%

21/3 22/3 23/3(E)

アコム MUCG yoy

10,122 10,123 10,304

1,577 1,607 1,675
11,700 11,730 11,979

▲5.1% 0.3% 2.1%

21/3 22/3 23/3(E)

アコム MUCG yoy

信⽤保証事業｜業容

11

 レジャー、旅⾏、外⾷などの資⾦需要が回復基調となり、信⽤保証残⾼は前年同期⽐+1.3%の1兆1,814億円
利⽤者数は同▲0.2%の1,792千件

∎ 信⽤保証残⾼ ∎ 利⽤者数
(億円) (千件)

10,078 10,190

1,587 1,624
11,666 11,814

▲2.6% 1.3%

21/6 22/6

1,542 1,536

254 255
1,796 1,792

▲3.0% ▲0.2%

21/6 22/6

左側の信用保証残高についてですが、ローン・クレジットカード事業と同様に、レジャー、旅
行、外食などの資金需要が回復基調となったことから、アコム1兆190億円、エム・ユー信用
保証1,624億円、合計で前年同期比1.3%増加の1兆1,814億円となりました。
次のページはアコム単体について記載していますので、後ほどご確認ください。13ページを
お願いします。
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1,549 1,530 1,552

▲5.3% ▲1.3% 1.4%

21/3 22/3 23/3(E)

利⽤者数 yoy

5,600 5,432

4,522 4,690

10,122 10,123 10,304

▲5.5% 0.0% 1.8%

21/3 22/3 23/3(E)

信⽤保証事業｜業容(アコム)

12

 アコム単体の信⽤保証残⾼は前年同期⽐＋1.1%の1兆190億円
利⽤者数は同▲0.4%の1,536千件

∎ 信⽤保証残⾼ ∎ 利⽤者数
(億円) (千件、()内は貸付単価(千円))三菱UFJ銀⾏ 地⽅銀⾏等 yoy

5,517 5,419

4,561 4,770

10,078 10,190

▲3.0% 1.1%

21/6 22/6

1,542 1,536

▲3.4% ▲0.4%

21/6 22/6

(653) (663)(661) (663) (653)
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214 206

36 33

250 239

0.2%
▲4.2%

21/3 22/3

アコム MUCG yoy

534 522 554

107 106 110
642 628 664

▲6.3% ▲2.2%
5.6%

21/3 22/3 23/3(E)

アコム MUCG yoy

信⽤保証事業｜業績

13

営業収益は、業容拡⼤に加え、保証料率の⾒直しにより、前年同期⽐4.7%の159億円
営業利益は、貸倒関連費⽤が抑制できたことから、同＋28.1%の65億円

∎ 営業収益 ∎ 営業利益
(億円) (億円)

126 132
26 27
152 159

▲5.4%
4.7%

21/6 22/6

42 54
8 1051 65

▲13.8%

28.1%

21/6 22/6

左側の営業収益は、アコム132億円、エム・ユー信用保証27億円、合計で前年同期比
4.7％増収の159億円となりました。信用保証残高の伸長率1.3%に対して、営業収益が
4.7%の増収となった要因は、２つあります。１つ目は平均の信用保証残高が増加したこと、
２つ目は定期的な見直しにより保証料率が上昇したことです。
右側の営業利益は、前年同期比28.1％増益の65億円となりました。この要因は、貸倒引
当金増減額および債務保証損失引当金増減額が減少したことです。まず貸倒引当金増減
額について説明いたしますと、当第1四半期は、求償債権残高が増加したことを主因に貸倒
引当金が増加しました。一方で、前第1四半期は、求償債権残高が増加したことに加え、引
当率も一時的に上昇したことから貸倒引当金が大きく増加しました。今期と比較して前期
の増加分が大きかったことから、貸倒引当金増減額は前年同期比で減少となりました。次
に、債務保証損失引当金増減額が減少した主な要因は、信用保証事業の債権ポートフォリ
オの良化により引当率が低下した結果、当第1四半期の債務保証損失引当金残高が前期
末比で減少したことです。
続きまして、求償債権と貸倒損失について説明しますので、14ページをお願いします。
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252
209

2.37%

1.96%

21/3 22/3

515 545

▲5.1%
5.7%

21/3 22/3

求償債権残⾼ yoy

信⽤保証事業｜求償債権・貸倒損失(アコム)

14

⼀部の提携先からの保証履⾏が増加したことを主因に、求償債権は前年同期⽐＋4.7%の557億円
貸倒損失率は同＋12bpsの1.98%

*1 求償債権残⾼とは、保証履⾏未償却債権残⾼ *2 貸倒損失率の21/6および22/6は年率換算

∎ 求償債権残⾼*1 ∎ 貸倒損失額・損失率
(億円) (億円)貸倒損失額 貸倒損失率*2

49 53

1.86% 1.98%

21/6 22/6

532 557

▲3.5%
4.7%

21/6 22/6

まず、左側の求償債権残高ですが、前年同期比4.7%増加の557億円となりました。この
要因は2つあります。1つ目は、信用保証残高の増加を主因に、一部の提携行において取引
期間の短いお客さまの構成比が上昇しており、その影響で保証履行が増加していること、2
つ目は、求償債権となったお客さまからの長期分割返済のご要望にお応えしたことです。
右側の貸倒損失率は、前年同期比12ベーシスポイント上昇の1.98％、貸倒損失額は4億
円の増加となりました。
続いて、海外金融事業の概況について説明しますので、スライドを1枚飛ばして16ページを
お願いします。
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ライセンス申請中

ライセンス申請中

海外⾦融事業のターゲット市場
タイ王国
EASY BUY Public Company Limited

出資⽐率︓ 71.00%
設⽴年⽉︓ 1996年9⽉
事業内容︓ 無担保ローン事業、インストールメントローン事業

フィリピン共和国
ACOM CONSUMER FINANCE CORPORATION

出資⽐率︓ 80.00%
設⽴年⽉︓ 2017年7⽉
事業内容︓ 無担保ローン事業

ベトナム社会主義共和国
ACOM VIETNAM FINANCE COMPANY LIMITED

出資⽐率︓ 100.00%
資 本 ⾦︓ 6,000億ドン

マレーシア
ACOM (M) SDN. BHD.

出資⽐率︓ 100.00%
資 本 ⾦︓ 200万リンギ
設⽴年⽉︓ 2021年7⽉

15
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561 556 564

1.3% ▲0.8% 1.3%

21/3 22/3 23/3(E)

営業債権残⾼ yoy

1,930 1,908 1,937

6 19 34
1,937 1,927 1,971

▲3.9% ▲0.5% 2.2%

21/3 22/3 23/3(E)

EASY BUY ACF yoy

海外⾦融事業｜営業債権残⾼*1

16

営業債権残⾼(円ベース)は、円安バーツ⾼の影響を受け、前年同期⽐＋4.4%の2,073億円
 タイ王国のEASY BUYにおける現地通貨ベースの営業債権残⾼は、同▲0.3%の557億バーツ

*1 営業債権残⾼は営業貸付⾦残⾼と割賦売掛⾦残⾼の合計 *2 為替レート(バーツ) : 3.54円(21/6)、3.68円(22/6) 、為替変動 : ＋0.14円

∎ 海外⾦融事業(円ベース)*2 ∎ EASY BUY(現地通貨ベース)
(億円) (億バーツ)

為替影響 -5億円 為替影響 +78億円

1,976 2,049

8 23
1,985 2,073

6.8% 4.4%

21/6 22/6

558 557

0.5% ▲0.3%

21/6 22/6

左側の海外金融事業の営業債権残高は円ベースで記載しており、前年同期比4.4%増加
の2,073億円となりました。この主な要因は、円安バーツ高の為替影響によるものです。右
側にはＥＡＳＹ ＢＵＹの営業債権残高を現地通貨ベースで記載しておりますが、こちらは
前年同期比0.3％減少の557億バーツとなりました。
17ページをお願いします。
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151 146 143

▲1.7% ▲3.2% ▲2.7%

21/3 22/3 23/3(E)

営業収益 yoy

519 505 494

2 6 15
521 512 509

▲7.4% ▲1.7% ▲0.7%

21/3 22/3 23/3(E)

EASY BUY ACF yoy

海外⾦融事業｜営業収益

17

営業収益は、前年同期⽐＋0.4%の130億円
 EASY BUYの現地通貨ベースの営業収益は、延滞債権の回収⼿数料の減額により、同▲1.3%の36億バーツ

*1 報告セグメント別の営業収益 *2 為替レート(バーツ) : 3.50円(21/6)、 3.52円(22/6)、為替変動 : ＋0.02円

∎ 海外⾦融事業(円ベース)*1*2 ∎ EASY BUY(現地通貨ベース)
(億円) (億バーツ)

為替影響 +3億円 為替影響 +0億円

128 127
1 2

129 130

▲5.8% 0.4%

21/6 22/6
36 36

▲6.6%
▲1.3%

21/6 22/6

左側の海外金融事業の営業収益は前年同期比0.4％増収の130億円、その右側のＥＡＳＹ
ＢＵＹの営業収益は、現地通貨ベースで1.3％減収の36億バーツとなりました。ＥＡＳＹ Ｂ
ＵＹが減収となった要因は、タイ内務省発表の官報により、2021年9月17日以降に発生し
た延滞債権の回収手数料が100バーツから50バーツへ変更となったことです。
18ページをお願いします。
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59 55 55

▲8.6% ▲6.7% ▲1.6%

21/3 22/3 23/3(E)

営業利益 yoy

204 192

▲3 ▲6

198 183

▲11.2% ▲7.7%

21/3 22/3

海外⾦融事業｜営業利益

18

営業利益は、貸倒関連費⽤が減少したことから、前年同期⽐＋4.7%の18億バーツ

* セグメント利益

∎ 海外⾦融事業(円ベース)* ∎ EASY BUY(現地通貨ベース)
(億円) (億バーツ)EASY BUY ACF yoy

62 65
▲1 ▲1

60 62

16.3%
4.6%

21/6 22/6

17 18

15.9%
4.7%

21/6 22/6

海外金融事業の営業利益は、前年同期比4.6％増益の62億円、右側のＥＡＳＹ ＢＵＹの
営業利益は、現地通貨ベースで4.7％増益の18億バーツとなりました。ＥＡＳＹ ＢＵＹが増
益となった要因は、貸倒関連費用が減少したことです。
続きまして、利息返還請求関連について説明いたしますので、19ページをお願いします。
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利息返還請求件数*

19

当第1四半期の請求件数は、前年同期⽐▲7.4%の5,000件
 2023年3⽉期の請求件数は、前期⽐▲10%程度を予想

* 利息返還請求件数は、弁護⼠・司法書⼠受任債権発⽣件数のうち、当社が利息制限法に基づいて再計算した結果、利息返還⾦が発⽣する件数（再受任分を含む）

2021年3⽉期 2022年3⽉期 2023年3⽉期

22,100件（yoy▲10.5%） 20,500件（yoy▲7.2%） 5,000件（yoy▲7.4%）

(件)

5,800 5,800
5,200 5,300 5,400 5,000 5,300 4,800 5,000

▲12.1% ▲6.5%
▲14.8% ▲8.6% ▲6.9% ▲13.8%

1.9%
▲9.4% ▲7.4%

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

利息返還請求件数 yoy

当第1四半期における利息返還請求件数は、前年同期比7.4％減少の5,000件となりまし
た。通期の請求件数は、前期比10％程度の減少を予想しており、期末に向けても減少基調
で推移することを見込んでおります。
利息返還請求は、時効の到来などにより、今後も減少基調で推移すると想定しております
が、特定法律事務所の広告活動などの外部環境の変化の影響を受けやすいことから、今
後も引き続き、動向を注視してまいります。
20ページをお願いします。
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利息返還損失

20

当第1四半期の取崩しは前年同期⽐＋6.7%の75億円
当第1四半期における追加繰⼊れはなく、引当⾦残⾼は786億円(2026年3⽉期までをカバー)
 2023年3⽉期の取崩額は前期⽐▲5%程度を予想

2021年3⽉期 2022年3⽉期 2023年3⽉期

308億円（yoy▲10.3%） 294億円（yoy▲4.5%） 75億円（yoy+6.7%）

(億円)

61 65 74 72 62 73 66 60 66

7 8
10 9

7
8 8 7 8

68 73
84 81

70
81 74 68 75

▲14.9% ▲17.3%
▲4.1% ▲5.0% 2.6% 10.3%

▲11.7% ▲16.4%
6.7%

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

利息返還⾦ 貸倒損失(債権放棄) yoy

当第1四半期における利息返還損失引当金の取崩額は、前年同期比6.7%増加の75億円
となりました。この要因は、引き続き返還単価の高い訴訟の割合が前期比で上昇し、返還
金額が高止まりしていることです。
続きまして、貸倒関連費用について説明いたしますので、21ページをお願いします。
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125
168

36

▲0

161 167

7.9% 3.6%

21/3 22/3464 477

161 167

661 684
763

▲19.2%
3.4% 11.5%

21/3 22/3 23/3(E)

貸倒関連費⽤

21

貸倒関連費⽤(連結)は、アコム単体の増加により前年同期⽐＋2.7%の166億円
 EASY BUYは同▲10.2%の27億円

∎ 貸倒関連費⽤(連結) ∎ 貸倒関連費⽤(EASY BUY)
(億円) (億円)

現地通貨ベースのyoy

11.0% 3.0%

アコム EASY BUY yoyその他

124 129
30 27
162 166

▲15.4%
2.7%

21/6 22/6

貸倒損失額 貸倒引当⾦増減額 yoy

61 37
▲31 ▲10

30
27

▲32.9%

▲10.2%

21/6 22/6

-33.1% -10.7%

左側の連結貸倒関連費用は、アコム単体が増加したことにより、前年同期比2.7％増加の
166億円となりました。アコム単体の増加要因は後ほど説明いたします。
スライド右側のＥＡＳＹ ＢＵＹの貸倒関連費用は、前年同期比10.2%減少の27億円となり
ました。貸倒損失額が減少した主な要因、および貸倒引当金増減額が増加した要因は、
2020年に実施したスキップペイメントと2021年に実施したスキップペイメントの貸倒償却
のタイミングのズレによるものです。
22ページをお願いします。
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569 573 606

81 80 88

21/3 22/3 23/3(E)

貸倒関連費⽤(アコム)

22

貸倒関連費⽤は、業容拡⼤を主因に前年同期⽐＋3.8%の129億円

∎ 貸倒関連費⽤ ∎ 貸倒引当⾦・債務保証損失引当⾦
(億円)

貸倒損失 貸倒引当⾦増減額 債務保証損失引当⾦増減額

▲5
124

＋8 ＋2 129

▲8.0%
3.8%

21/6 22/6

当1Q: ＋12億円
－) 前1Q: +10億円

ネット: ＋2億円

貸倒引当⾦ 債務保証損失引当⾦ (億円)
yoy

579 585

82 75

21/6 22/6

yoy
▲75億円

yoy
＋4億円

＋79億円
ytd

+10億円
ytd

＋12億円

＋2億円

続きまして、アコム単体の状況を説明いたします。
左側の貸倒関連費用は、前年同期比3.8%増加の129億円となりましたが、その内訳は、
営業債権残高や求償債権残高の増加を主因に貸倒損失額が8億円増加、貸倒引当金増
減額が2億円増加、債務保証損失引当金増減額が5億円減少となりました。
最後に、金融費用について説明いたしますので、23ページをお願いします。
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38
32 30

▲17.4% ▲15.3%
▲7.8%

21/3 22/3 23/3(E)

⾦融費⽤ yoy

38 32

21
13

58
51

43

▲28.7%
▲12.0% ▲16.7%

21/3 22/3 23/3(E)

⾦融費⽤

23

⾦融費⽤(連結)は、アコム単体およびEASY BUYの減少により、前年同期⽐▲34.6%の10億円

∎ ⾦融費⽤(連結) ∎ ⾦融費⽤(アコム)
(億円) (億円)アコム EASY BUY yoyその他

8 6
3 2

15
10

▲1.4%

▲34.6%

21/6 22/6

8 6

▲16.2% ▲18.7%

21/6 22/6

左側の連結金融費用は、アコム単体およびＥＡＳＹ ＢＵＹの減少により、前年同期比
34.6％減少の10億円となりました。
右側に移りまして、アコム単体の金融費用は、借入の入替が進み、従前より低い金利で調
達できたことから、前年同期比18.7％減少の6億円となりました。
24ページをお願いします。
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3,494 3,320 3,234

1,750 1,649 1,750

5,244 4,970 4,984

0.69%
0.65%

0.60%

21/3 22/3 23/3(E)

⾦融費⽤｜資⾦調達残⾼(アコム)

24

資⾦調達残⾼は前年同期⽐▲76億円の5,048億円
期中平均調達⾦利は、借⼊の⼊替により同▲10bpsの0.55%

∎ 資⾦調達残⾼ ∎ 借⼊先別構成⽐
(億円)

MUFG 39.1%

直接調達
31.7%

間接調達
68.3% 固定⾦利⽐率

95.4%

⻑期借⼊⽐率
90.1%

1年以内返済予定額
1,854億円

間接 直接 期中平均調達⾦利

3,485 3,448

1,640 1,599

5,125 5,048

0.65%

0.55%

21/6 22/6

左側の資金調達残高は、前年同期比76億円減少の5,048億円、折れ線グラフで記載の
期中平均調達金利は、10ベーシスポイント低下の0.55％となりました。
右側に円グラフで借入先別構成比を記載しており、直間比率は直接31.7％、間接68.3％、
ＭＵＦＧグループからの調達比率は39.1％となっております。また、今後の金利上昇が懸
念されますが、固定金利比率は95.4％、長期借入比率は90.1％となっております。

25ページ以降には、個人向けカードローン市場の規模推移、新型コロナウイルス感染症の
影響、中期経営計画などを掲載しておりますので、ご参考にしていただければと思います。
以上が2023年3月期 第1四半期決算の報告です。

7月に入り、オミクロン変異株「BA.5」の出現により、新型コロナウイルスの感染者数が大
きく増加しております。今後においても動向を注視していく必要がありますが、引き続き、お
客さまや従業員の安全に配慮しつつ、お客さまの資金ニーズにしっかりと応えていきます。
みなさまの変わらぬ「ご支援」「ご指導」を賜りますことをお願いして、私からの説明を終わり
にいたします。ご静聴ありがとうございました。

24



質疑応答 

 
Q1： 中核 3 事業それぞれについて、前期末比の残高伸長が順調に見える一方、通期計画の伸

長率と比較すると前年同期比が小さいと思うが、第１四半期の総括は？ 
A1： ○ローン・クレジットカード事業については、期初の想定より新規のお客さまを獲得すること

ができ、良い状況であると認識している。信用保証事業においても提携金融機関と協働

して信用保証残高を積み上げている。国内の事業においては順調に進捗している。 
○一方で、海外金融事業の業容・業績の大部分を占めるタイ王国の EASY BUY における

残高伸長については、①1 月から 3 月にかけて新型コロナウイルスの感染拡大があった

こと、②タイにおいては 1 月と 2 月が閑散期であることの 2 つの影響を受け、想定どおり

の進捗とはならなかった。しかしながら、4 月以降はタイ王国、フィリピン共和国ともに感染

状況が落ち着いてきていることから、これからの残高伸長に期待している。 
○当社が事業を展開している日本、タイ王国、フィリピン共和国のそれぞれで、お客さまの

資金ニーズには丁寧に対応し、残高を積み上げてまいりたい。 
 

Q2： 第 1 四半期の広告宣伝費の効率について教えてほしい。 
A2： ○第１四半期の新客数は計画を上回って推移しており、通期計画の 26 万件を達成できる

と考えている。 
○効率面では、まだ資金需要が完全に回復していない状況で、41 億円の広告宣伝費を投

下している。前年同期比で 5 億円の増加となっている。 
○この要因は、①インターネット申込の新客数が前年同期比で増加したこと、②当第 1四半

期において、広告の素材を変更しており、その制作費が計上されていることである。制作

費の影響を除けば、前第 1 四半期と比較して広告効率は良化している。 
○今後は、資金需要の回復とともに獲得単価は低下していくものと考えている。広告宣伝

費は、当社としても注視している科目であり、獲得効率の改善に向けてしっかりと対応し

てまいりたい。 
 

Q3： 新成年層への融資を開始したことによる影響は？ 
A3： ○成年年齢の引き下げへの対応として、4 月より 18～19 歳を契約対象とした。 

○この背景には、18～19 歳の方の健全な資金ニーズに応えたいという想いがある。 
○実績の詳細は非開示のためご容赦いただきたいが、当第 1 四半期の新客数に占める 18
～19 歳のお客さまの割合は小さい。 

○18～19 歳の方々は、金融リテラシーが低い可能性があり、過剰融資や金融詐欺被害を

防止する観点から、資金使途や収入証明書の確認を丁寧におこなっており、契約率は

低い傾向にある。 
○今後も健全な資金ニーズに応えてまいりたい。 
 
 



Q4： 貸付率が低下している理由は？ 
A4： ○4 月の新規貸付率が 37.1%、5 月が 39.9%、6 月が 38.5%と前年同月比で低下している

要因は、この 4 月より 18～19 歳の新成年層を契約対象としたことである。 
○新成年層に対しては、資金使途や収入証明書の確認を丁寧におこなっており、足元の

貸付率が低下しているが、この影響は今後徐々に薄れていくものと考えている。 
 

Q5： 求償債権が増加しているにもかかわらず、債務保証損失引当金が減少している要因は？ 
A5： ○求償債権は債務保証損失引当金ではなく、貸倒引当金で対応している。 

○求償債権残高が前期末比で増加したことから、求償債権に対する貸倒引当金も前期末

比で増加した。 
○信用保証残高全体の債権ポートフォリオが良化したことにより、債務保証損失引当金は

前期末比で減少した。 
○求償債権が増加しているのは、コロナ禍においても新規のお客さまを多く獲得した提携

先において、取引期間の短いお客さまの構成比が高まり、保証履行が多いことである。

一方で、信用保証残高が横ばいで推移している提携先もあり、信用保証残高全体の債

権ポートフォリオとしては総合的に良化したことから、引当率が低下した。 
 

Q6： 法人税等調整額の増加要因について教えてほしい。 
A6： ○法人税等調整額の主な増加要因は、アコム単体における繰延税金資産における繰越欠

損金の使用見積額が減少した結果、法人税等調整額が費用方向に進んだことである。 
○繰越欠損金の使用見積額が減少した要因は、前期末に企業分類を 4 から 3 に変更した

ことである。以前は、翌期 1 年分しか計上していなかった繰延税金資産が 3 年分計上で

きるようになった。これにより、2024 年までに使用期限を迎える繰越欠損金全額を繰延税

金資産として計上した。 
○当第 1 四半期においては、前期末に繰延税金資産として計上した繰越欠損金を使用し

た結果、繰延税金資産が減少し、法人税等調整額が費用方向に大きく増加した。 
○今後もこの傾向が続くと想定している。 
 

Q7： タイのミニマムペイメントの変更、金利上昇、インフレが EASY BUY に与える影響は？ 
A7： ○ミニマムペイメントの変更はそれほど大きな影響とはならないと考えている。 

○EASY BUY においてはタイ国内で資金調達をおこなっていることから、円安が現地の費

用に影響することはない。 
○金利上昇が続けば、金融費用が上昇する恐れがあるため、影響を注視してまいりたい。 
 
 
 
 
 
 



Q8： 新規申込の状況について、18～19 歳以外にも申し込みが増えているのか？新客数の通期

計画である 26 万件を上振れる可能性はあるのか？ 
A8： ○18～19 歳を契約対象としたことから、申込数、新客数ともに増加傾向にある。 

○18～19 歳を除いても、新規の申込数は増加している。 
○通期計画の 26 万件は、第 1 四半期は前第 4 四半期の傾向が続き、第 2 四半期以降は

コロナ禍前と同程度の資金需要に戻ることが前提である。 
○第 2 四半期以降は、第 1 四半期以上に積極的に新規のお客さまを獲得していく必要が

ある。 
○現状をしっかりと見極めたうえで、1 件でも多く獲得できるよう対応してまいりたい。 
 

Q9： Crezit 社との提携に関する情報のアップデートは？ 
A9： ○提携パートナーの候補について申し上げるのは難しいが、提携時にはニュースリリース

等ですみやかに公表したいと考えている。 
○遅くても今期末には事業を開始できるよう準備を進めているところである。 
 

Q10： Crezit 社との提携について、同様のサービスを提供している会社もあるが、アコムと Crezit
社が提携することでどのような競合優位性が生まれるのか？ 

A10： ○アコムの強みである個人のお客さまに対する少額の与信、および債権管理ノウハウを子

会社である GeNiE に引き継いでまいりたい。 
○Crezit 社に対しては、提携パートナーの要望を汲んだシステムをスムーズに構築すること

を期待している。 
○アコムの強みと Crezit 社の強みを組み合わせることで、提携パートナーに価値を提供し、

残高を積み上げてまいりたい。 
 

以上 
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